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専門医について  

1，学術団体が設ける医師及び歯科医師の専門性に関する資格名の広告について  

（1）概要   

○ 医業等又は医療機関に関する広告については、医療法第6条の5で制限されているが、広告規制の緩和により、客  

観的で検証可能な事項を広告可能としている。  

○ 平成14年4月より、「研修体制、試験制度その他の事項に関する基準」を満たす学術団体が厚生労働大臣に届出  

を行った場合に、当該団体が医師及び歯科医師の専門性に関して認定する資格名について広告可能とされた。  

○ 研修体制、試験制度その他の事項に関する基準については、客観的な基準が告示で定められており、基準を満たし  

た学術団体からの届出を受理することで、順次、広告可能な資格名を追加している。  

医療法第6条の5   

第1項第7号 当該病院又は診療所において診療に従事する医師、歯科医師、薬剤師、看護師その他の医療従事者の氏名、年齢、性別、  
役職、略歴その他これらの者に関する事項であって医療を受ける者による医療に関する適切な選択に資するものとして厚  

生労働大臣が定めるもの   

医業、歯科医業若しくは助産師の業務又は病院、診療所若しくは助産所に関して広告することができる事項（平成19年厚生労働省告示  
第108号）   
第1条 医療法第6条の5第1項第7号に規定する厚生労働大臣の定める事項は、次のとおりとする。  
二 次に掲げる研修体制、試験制度その他の事項に関する基準に適合するものとして厚生労働大臣に届け出た団体が行う医師、歯科  
医師、薬剤師、看護師その他の医療従事者の専門性に関する認定を受けた旨  
イ 学術団体として法人格を有していること。  
ロ 会員数が千人以上であり、かつ、その八割以上が当該認定に係る医療従事者であること。  

ハ 一定の活動実績を有し、かつ、その内容を公表していること。  

二 外部からの問い合わせに対応できる体制が整備されていること。  

ホ 当該認定に係る医療従事者の専門性に関する資格（以下「資格」という。）の取得条件を公表していること。  
へ 資格の認定に際して、医師、歯科医師、薬剤師においては五年以上、看護師その他の医療従事者においては三年以上の研修の   
受講を条件としていること。  

ト 資格の認定に際して適正な試験を実施していること。  

チ 資格を定期的に更新する制度を設けていること。  
り 会員及び資格を認定した医療従事者の名簿が公表されていること。  
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医療提供体制に関する意見  

平成17年12月8日  

社会保障審議会医療部会  

7．医療を担う人材の養成と医療に従事する者の資質の向上  

（2）医療に従事する者の資質の向上  

○ 専門医については、現在、国は、広告規制制度の中で、研修体制、試験制度等の基準を満たした学会による認定専門   

医を、医療機関等が広告できる事項としているにとどまり、専門医の質の確保については各学会に委ねられているが、   

専門医の質の確保に当たり、国あるいは公的な第三者機関が一定の関与を行う仕組みとすることを含め、医療の質の向   

上と医療安全のさらなる推進を図る上での専門医の育成のあり方について検討すべきである。  

○ また、心臓外科や血管外科等特に高い専門性が求められると考えられる一定の領域について、専門医の養成・確保や   

専門的医療を行う病院の位置づけを通じて、医師の専門性を評価する仕組みとすることも考えられる。  
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（2）広告可能な医師・歯科医師の専門性に関する資格名（平成19年3月7日現在）   

資格名の数：48（団体の数は50）  
団体名   資格名   資格者   

（社）日本整形外科学会   整形外科専門医   医師   

（社）日本皮膚科学会   皮膚科専門医   医師   

（社）日本麻酔科学会   麻酔科専門医   医師   

（社）日本医学放射線学会   放射線科専門医   医師   

（財）日本眼科学会   眼科専門医   医師   

（社）日本産科婦人科学会   産婦人科専門医   医師   

（社）日本茸鼻咽喉科学会   耳鼻咽喉科専門医   医師   

（社）日本泌尿器科学会   泌尿器科専門医   医師   

（社）日本形成外科学会   形成外科専門医   医師   

（社）日本病理学会   病理専門医   医師   

（社）日本内科学会  内科専門医   医師   

（社）日本外科学会   外科専門医   医師   
（社）日本糖尿病学会   糖尿病専門医   医師   

（社）日本肝臓学会   肝臓専門医   医師   

（社）日本感染症学会   感染症専門医   医師   

有限責任中間法人 日本救急医学会   救急科専門医   医師   

（社）日本血液学会   血液専門医   医師   

（社）日本循王買器学会   循環器専門医   医師   

（社）日本呼吸器学会   呼吸器専門医   医師   

（財）日本消化器病学会   消化器病専門医   医師   

（社）日本腎臓学会   腎臓専門医   医師   

（社）日本小児科学会   小児科専門医   医師   

（社）日本口腔外科学会   口腔外科専門医   歯科医師   

（社）日本内分泌学会   内分泌代謝科専門医  医師   

有限責任中間法人日本消化器外科学会  消化器外科専門医   医師   

団体名   資格名   資格者   

特定非営利活動法人 日本臨床細胞学会   細胞診専門医   医師   

（社）日本透析医学会   透析専門医   医師   

（社）日本脳神経外科学会   脳神経外科専門医   医師   

（社）日本リハビリテーシ］ン医学会   リハビリテーシ］ン科専門医   医師   

（社）日本老年医学会   老年病専門医   医師   

特定非営利活動法人 日本胸部外科学会（※1）  心臓血管外科専門医（※2）  医師   

特定非営利活動法人 日本血管外科学会   心臓血管外科専門医（※2）  医師   

特定非営利活動法人 日本心臓血管外科学会   心臓血管外科専門医（※2）  医師   

特定非営利活動法人 日本胸部外科学会（※1）  呼吸器外科専門医（※2）   医師   

特定非営利活動法人 日本呼吸器外科学会   呼吸器外科専門医（※2）   医師   

（社）日本消化器内視鏡学会   消化器内視鏡専門医   医師   

特定非営利活動法人 日本小児外科学会   小児外科専門医   医師   

有限責任中間法人 日本神経学会   神経内科専門医   医師   

有願責任中間法人 日本リウマチ学会   リウマチ専門医   医師   

特定非営利活動法人 日本歯周病学会   歯周病専門医   歯科医師   

有限責任中間法人 日本乳癌学会   乳腺専門医   医師   

有限責任中間法人 日本人類遺伝学会   臨床遺伝専門医   医師   

（社）日本東洋医学会   漢方専門医   医師   

特定非営利活動法人 日本レーザー医学会   レーザー専門医   医師   

特定非営利活動法人 日本呼吸器内視鏡学会   気管支鏡専門医   医師   

有限責任中間法人 日本歯科麻酔学会   歯科麻酔専門医   歯科医師   

有限責任中間法人 日本小児歯科学会   小児歯科専門医   歯科医師   

（社）日本アレルギー学会   アレルギー専門医   医師   

有限責任中間法人 日本核医学会   核医学専門医   医師   

特定非営利活動法人 日本気管食道科学会   気管食道科専門医   医師   

（社）日本超音波医学会  ※1‥同一の学会が複数の専門医を認定 ※2：複数の学会が合同で専門医を認定  超音波専門医  
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2．米国における専門医制度について   
●米国では約200の学会（Board）が独自に専門医（Diplomates）を認定している。   

●そのうち、ABMS（American Board of MedicaISpeciaIties）に認定・された24学会の資格が、実質的意味（社会的  

認知、民間保険上の取り扱い等）を持つ。   

●専門医資格は医業のために法的に必要とされるものではないが、米国の全医師の約89％がABMS専門医資格を一つ以  

上保持している。   

●専門医の認定を受けるための要件は各専門医資格により若干異なるが、一般的には認定レジデントプログラムを修  

了した上で、試験（筆記、CBT、口頭）に合格する必要がある。   

●各学会が認定するレジデントプログラムには定員があるので、それにより各学会が実質的に全米の専門医数を規定  

している。   

●それぞれのレジデントプログラムはACGME（Accreditation Councilfor Graduate MedicalEducation）の質的な  

監査を受けている。   

（注）ACGMEとは卒後臨床研修110専門分野の基準を定め、基準を満たす約7，∽0のレジデントプログラムを認証し、  

定期的に各プログラムの質を検証する民間組織。約100名の事務局職員がおり、各研修プログラムからの認証手  

数料により運営される。   

●各専門医資格は7～10年おきに再認定を受ける。   

●ABMSは、各州別の専門医リストを市民に提供している。また、個別の医師について、専門医資格の有無をABMSの  

インターネットホームページまたは電話にて確認することができる。  

（出典）  

＞American Boards of MedicalSpecialists（htt  ノ／www．abms．0「  ／defau圧．as  

：／／ww軋CmSS，0「  ＞CounciL of MedicalSpecialty Societies（htt   ／index．cfm）  

－44－   



広告可能な医師t歯科医師の専門性を認定している団体について（専門医数、認定要件等の概要）  

※会員数、専門医数のうち、時期の記載のないものはH18．8現在の人数  

名称  
専門医取得に必要な研修期間  試験  

団体名  会員数  専門医数  専門医数 ／会員数  認定  
更新  

（広告できる資格者）  認定施設の要件（主なもの）  
年限  

（社）日本整形外科学会   整形外科専門医  5年   

○整形外科手術件数年間100例以上  ○診療記録10例提出  
（医師）   ○診療を適切に行える十分な設備等  ○研修内容等を記載した研修手帳の提出  ●  ●  

○専門医の1名以上常勤  ○学会発表・論文発表各1編以上の提出  
02年ごとに施設の再審査  

（社）日本皮膚科学会   皮膚科専門医  10，403  5年  5年  ○研修内容を履修するに十分な施設  
○研修実績記録簿の提出（講習受講、学会発表、原著発 つ  ●  ●  

5年   

2  （Hl臥6）   ○専門医の常勤  
（医師）  03年ごとの更新制  

表にいて定められた単位数が必要）  

（社）日本麻酔科学会   麻酔科専門医  9．711  5．478  5～6年  1年   〔指導医の認定］  5年  
（うち麻酔  

※3段階制（麻酔科認  科指導医  
○麻酔科専門医取得後、満4年以上麻酔関連業務に専従  

定医、麻酔科専門医、  2．577）   
○指導医のもとで1年以上麻酔の臨床業務に従事  

麻酔科指導医）  ○臨床実績、所定の学術集会等の参加実績、指導実績に  

※「麻酔科指導医」と  関する資料の提出（参加実績、指導実績には所定の単位  

して認定された者が  ○専門医が常勤の部（科）長  が必要）   実技試験、  
「麻酔科専門医」と読  ○麻酔科医が管理する麻酔症例が年間200  ［専門医の認定］  実地審査  

3  
み替えて広告可能  例以上  ○認定医取得後2年以上麻酔科関連業務に専従  （実地審査  

○安全な麻酔のための施設、設備の完備   ○認定病院で麻酔の臨床業務1年以上従事  ●  ●                                         は必要とさ  

○麻酔科医が自己研鎖する機会の付与  れた場合の   
（医師）  05年ごとの更新制   実績は所定の単位が必要）  み）   

※認定医  

・麻酔科標梼に関して許可を受けていること（①認定病院  
で2年以上の修練、②2年以上麻酔業務従事＋気管挿管  
による全身麻酔300症例以上）  

（社）日本医学放射線学会   放射線科専門医  5年  5年  ○原則之00床以上の総合病院  5年  

○病理部門の設置、放射性診療に必要な  
（医師）   

●  （1次試験）  
施設  

4  

○放射性診断の場合10．000件以上／年、核 の500上／ 

医学診療場合件以年、放射線治  
療の場合60例以上／年  
○主任指導者（専門医）、修練指導者（経験  ●  ●  （2次試験）   

3年以上、常勤医師2名以上）の設置   

（財）日本眼科学会   眼科専門医  13，736  9．368  68％   5～6年   4′〉5  5年   

年   
（医師）  ○眼科専門医1名以上が常勤し、十分な指  

5  導体制がとれている病院  例以上）の経験が必要  ●  ●  
○大学眼科教皇が研修に適切と推薦した病  
院  
02年ごとの更新制   

（社）日本産科婦人科学会   産婦人科専門医  5年  3年  〔以下のいずれかの施設］  5年   
○医育機関附属病院  

（医師）   ○臨床研修病院  
○下記の基準を満たす病院  
・総合診療が可能  
，年間分娩数原則200件以上  ○研修記録（実地経験目録、症例記録、参考資料として学  

6  ・年間開腹手術50件以上  会出席、発表、論文等の記録）の提出  ●  ●  
・複数の専門医の常勤、うち1名は8年以上  

の産婦人科臨床経験  
・症例検討会、抄読会等の集会の定期的な  
開催  
05年ごとの更新制  

（社）日本耳鼻咽喉科学会   耳鼻咽喉科専門医  6年  3年  ○医育機関の附属病院、臨床研修病院等  5年   

○専門医の常勤  
7  

（医師）   ○研修の実施に必要な病床数、手術件数、  ●  ●  小論文  
設備、人員  
03年ごとの更新制   
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団体名  名称  
（広告できる資格者）  

会員数  専門医数  専門医数 ／会員数  
認定施設の要件（主なもの）  

更新  専門医認定の際の要件、必要な提出資料等（主なもの）  試写実     年限  
（社）日本泌尿器科た望h∠ゝ  泌尿器：        ロ／   

5年   
4年 臨床研修終了   

8   （医師）  後   ○指導医による教育体制が整っていること  
○教育環境の総合的な整備  集会への参加、業績発表について定められた単位数が必  
05年ごとの更新制   要）   

（社）日本形成外科学会   形成外科専P   6年  5年   
（臨床研修2年 ＋4年）   

（医師）  
○症例記録の提出（直接手術に関与した60症例の症例－  

9  ○必要な形成外科病床を常時有すること  
○専門医の常勤  ○講習会受講証明書の提出  ●  ●  

○形成外科に関する教育研究活動の実施  
01年ごとの更新制  

（社）日本病理学会   病理専門医   
0  6年  

（臨床研修2年  
5年   

○死体解剖保存法に基づく死体解剖資格の取得  
（医師）  ＋4年）   ○細胞診業務の実施状況  ○病理組織診断等に関する講習の受講  

10   ○臨床病理討議会の開催状況  ○人体病理学に関する論文，学会報告3編以上  実地試験  
○剖検・生検試料の保管状況  ○自らの執刀による病理解剖を行い、病理解剖学的診断  ●  ●   （鏡検試験）  
○施設・機械などの整備状況  を附したもの50例以上、病理組織学的診断を附した生検  
○指導医の常勤  5000例以上を経質実  
02年ごとの更新制  

′社）日本内科学会   内科専門医   92．632  10．564  11％   6年  6年  ○単独型もしくは管理型臨床研修病院の資  
5年   

格を満たす病院、管理型臨床研修病院に準  
（医師）  ずる病院  

○内科病床数が50床以上  
○年間内科剖検体数が16体以上、又は内  
科剖検率が20％以上で内科剖検体数が10  

体以上  ○学会又は医学雑誌に発表した臨床研究・症例報告2例  

○指導医5名以上で、そのうち専門医（認定  
内科医を含む）が3名以上  
○臨床病理検討会（CPC）が年3回以上定期  
的に開催  
02年ごとの更新制   

（社）日本外科学会  外科専門医  38．853  5年  5年  0外科系病床常時30床以上  
5年   

（医師）  
○指導医1名以上、専門医又は認定医2名 以上常勤  

○診療経験一覧表及び業績目録の提出  
12   ○年間150例以上の外科手術症例数  ○修繕期間中の診療経験として350例以上の手術に従事  ●  

○剖検室の設置又は剖検の休制整備   
○教育的行事の定期的な開催  究発表又は論文発表（一定単位以上）   
0中央検査室、中央図書館、病歴の完備  
03年ごとの更新制  

（社）日本糖尿病占望㍉∠ゝ  糖尿病専門医  15517   ヒ．1空▼▲  ○内科学会の認定内科医又は小児科学会の認定医であ  
ること  

5年   
○糖尿病の専門外来があること  

13   （医師）  ○食事指導の常時実施  ○学会発表・論文発表2編以上  ●  ●  
○糖尿病患者教育の実施  ○入院糖尿病患者40症例以上（小児では10症例以上）  
05年ごとの更新制  

（社）日本肝臓学会  肝臓専門医  10．412  3，506  34％  5年  5年  ○消化器病床として常時30床以上  
○指導医1名、専門医1名以上常勤  

5年   

（医師）  ○剖検重を有すること  
14  05年ごとの更新制  ○内科学会認定医、日本外科学会認定医■専門医又は日  

（研修は消化器病学会の認定施設でも可。  ●  

ただし少なくとも1年は本学会の認定施設の  
研修が必要）   

（社）日本感染症纏A  感染症専門医  9，235  816   
l  6年  

15   
○医育機関附属病院、総合病院又はこれに  

基本領域学会の 研修を含む  3年   準ずる病院  

○論文発表1篇、学会発表2編の提出  
（医師）  

○指導医1名以上常勤   ○感染症患者30症例の一覧、そのうち15症例の病歴要約  
の提出   
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門医取得に必要な研修期間  
団体名  

試験  
名称 （広告できる資格者）  会員数  専門医致  専門医数 ／会員数  専  更新  

認定施設の要件（主なもの）  専門医認定の際の要件、必要な提出資料等（主なもの）       年限  

（社）日本透析医学会   透析専門医  10．260  3．905  38％   5年  5年  ○身体障害者福祉法に基づく更正医療担当 医療機関（腎機能障害）の指定  5年   

（医師）  ○特定機能病院、総合病院など  会専門医、小児科学会専門医、麻酔科学会指導医のいず  
28  ○指導医1名以上及び専門医1名以上の常  

勤  するものであること。  

○諸施設の保有  ○病歴要約の提出（経験症例31例、うち20例は症例要約）  

○教育行事の定期的な開催   ○一定の業績（学会発表、論文発表）   

（社）日本脳神経外科学会   脳神経外科専門医  
29  6年  4年  ○脳神経外科専門医1人以上常勤  ○直接手術に関与した100例の一覧表の提出  6年   

○脳神経外科手術年間30件以上  ○研修内容を記載した研修手帳の提出   ●  ●  
（医師）   

（社）日本リハヒリテーシ］ン医学会  リハヒリテーシ］ン科専門  13％   
5年  3年  ○指導責任者（専門医）の常勤  5年   

医  ○医療研修が適切に行える十分な設備等  
30  （理学療法・作業療法一言語聴覚療法施設）  ●  ●  

（医師）   

05年ごとの更新制   

（社）日本老年医学会   老年病専門医  6．463  1，446  22％   6年  3年  ○研修に充分な病床・施設  
○内科学会認定医であること  5年   

31  ○指導医の下、充分な指導体制  
（医師）  ○剖検室の保有  ○診療実績表（65歳以上の多臓器疾患を有する30例の入  

院患者）、業績目録の提出   

32  特定非営利活動法人日本胸部外   心臓血管外科専門   
科学会  医  

7年  3年  ○心腋血管外科手術が3年間平均して1DO  5年   

33  特定非営利活動法人日本血管外  2．786  66％   
例／年以上  

科学会 （医師）   

○臨床工学技士1名以上常勤  

特定非営利活動法人日本心臓血 管外科学会  3．999  4（i％   

○以下のすべての条件を有する者が1名以  
上常勤（（D心臓血管外科専門医、②胸部外  
科学会指導医で心臓血管外科専門か心臓  
血管外科学全国際会員、③心臓血管外科  

34  
に関する論文10編以上かつ心胞血管外科  
手術経書莫100例以上）  

○医療安全研修等が行われており、研修医  
が参加していること  
05年ごとの更新制   

35  特定非営利活動法人日本胸部外 ・一望≠． 7年  3年  ○呼吸器手術が3年間平均して75例／年以  
一（ゝ．   

5年  
上  ○手術経験（規定された手術が術者として5例ずつ必要な  

（医師）   3，362  34％  ○一定資格を有する呼吸器外科医1名以上   ●  
36   常勤  ○呼吸器外科学に関する論文・著書3編以上、学会発表  

05年ごとの更新制  （全国規模の学術総会）筆頭で3回以上   
（社）日本消化器内視鏡学会  消化器内視鏡専門  

医  
5年  5年  ○内視鏡室の設置、必要な機器の設置  

○充分な週間検査件数  
○指導医1名以上勤務、専門医2名以上常  

37  
（医師）   勤  100例以上、治療内視鏡ZO例以上）  ●  

○独立した病理部門又は依頼できる病理専  

門施設の確保   
特定非営利活動法人日本小児外  169ふ  5年  

科学会   
5年   

（外科医として7   

（医師）   年）   ○過去3年間の小児外科手術数100例以上 ノ年 
38  、新生児外科症例10例以上／年  

○外科学会専門医であること   ●  
○小児科及び麻酔科の医師の常勤  
○必要な設備  
05年ごとの更新制   

有限責任中間法人 日本神経学会  神経内科専門医  6年  3～4  
○内科学会認定医であること  5年   

年   
39  （医師）   ○臨床神経学の検査が可能  ○経験症例10例の病歴概略  

○領域ごとの経瑛症例数の提出  ●  ●  
○神経内科に関連する教育的事業を実施 03年ごとの更新制     ○研修歴の提出  

有限責任中間法人日本リウマチ  8．784  3．492  40％   5年  5年  ○総合病院等  
5年   

○リウマチ性疾患年間100症例以上（関節リ ウマチ30症例以上）  

40  
（医師）  

○指導医1名以上又は専門医2名以上 ○リウマチ苧に関する定期的な教育  
●  

03年ごとの更新制   
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